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エン・ジャパン株式会社とのパートナー連携に関するお知らせ 

 

 当社は、エン・ジャパン株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：鈴木孝二、以下「エ

ン・ジャパン」）とパートナー連携を結び、営業活動のデジタル化に取り組むSX（セールストランス

フォーメーション）を推進する「エンSX」サービスの一環として、当社開発のクラウド営業支援ツー

ル「ネクストSFA」の提供を開始することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１．パートナー連携の目的 

 当社は、オーガニックマーケティング（SEO対策とWebサイト制作を融合、発展させたサービス）や

Web広告運用等をサービス提供するWebマーケティング事業に加え、DX推進機運が高まるなか、セール

ステック事業（営業DX）も積極的に展開しております。近年、デジタル庁の設置やデジタル田園都市

国家構想の策定など、政府主導によるDX推進の取り組みが進んでいることで、各企業や自治体におい

てもDX化に向けた関心が高まっており、それに伴う需要拡大によりお問い合わせ件数も増加傾向にあ

ります。 

 

 一方エン・ジャパンは、設立以来、人材総合サービスをメインにビジネスを展開しており、これま

で多くの企業を支援してきました。競争が激しい人材業界の中で成長を遂げた背景には、戦略に紐付

いたSX（セールストランスフォーメーション）に積極的に取り組んできたことが挙げられ、現在、そ

のノウハウやリソースを通じて、企業のセールス・マーケティング領域のデジタルシフトによる生産

性・業績の向上や課題解決に関するSX支援を行っております。 

 

 このような状況を踏まえ、「エンSX」サービスの一環として「ネクストSFA」を販売することで、全

国40万社以上の企業への当社サービスの提供が加速し、これまで以上に営業DX推進に貢献することが

可能であると判断し、本パートナー連携に至りました。 

 

２．パートナー連携の内容 

 本パートナー連携は、エン・ジャパンが「エンSX」サービスとして企業のDX推進を支援する過程

で、「ネクストSFA」に関心をもつ企業があれば当社に紹介し、当社が当該企業と商談をする際には、



受注に向けたアドバイスやその他の支援を行うものであります。 

 

３． パートナー連携の相手先の概要 

（１） 名 称 エン・ジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 孝二 

（４） 事 業 内 容 人材採用・入社後活躍サービスの提供 

（５） 資 本 金 11億 9,499万円 

（６） 設 立 年 月 日 2000年 1月 14日 

（７） 大株主及び持株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15.63％ 

（８） 上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社は、当該会社から営業支援サー

ビスの提供を受けております。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９） 最近３年間の財政状態及び経営成績 

 決算期 2020年３月期(連結) 2021年３月期(連結) 2022年３月期(連結) 

 純 資 産 38,648 百万円 36,856 百万円 41,160 百万円 

 総 資 産 51,896 百万円 46,644 百万円 56,215 百万円 

 １株当たり純資産額 834.74 円 810.66 円 903.89 円 

 売 上 高 56,848 百万円 42,725 百万円 54,544 百万円 

 経 常 利 益 11,057 百万円 7,939 百万円 10,138 百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
7,125 百万円 3,502 百万円 6,628 百万円 

 
１株当たり当期純利益 156.23 円 78.19 円 147.71 円 

 
１ 株 当 た り 配 当 額 74.8円 37.1円 70.1円 

 

４．日程 

契約締結日   2022年７月20日 

 

５．今後の見通し 

 2023年２月期における当社の業績に与える影響は、軽微であると考えておりますが、今後、当社の

業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以上 


